
戸建住宅地

農地に囲まれた新興
住宅団地

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 70 30 戸建住宅地

-

(都)(70,200)
土砂災警戒区域

市全体の住宅着工件数は微増、人口はほぼ横ばい。高齢化は進行
しているが、県全体と比べると低い。

兼山地区の人口は昨年比で２％、ここ５年間で８％近く減少し、
高齢化率も市全体より１０％程高く、３４％台となっている。

個別的要因に変動はない。

当地域は旧兼山町郊外に形成されるが、周辺に賃貸物件は皆無であり、取引は専ら自用目的である。比準価格は現実の取引
事例を価格判定の基礎とするもので、実証力を有する上、資産性を重視して土地取引を行うことが住民の合理的意思とも言
える。よって本件では、市場の実態を適切に反映している比準価格を適正と判断し、指定基準地との検討を踏まえ、鑑定評
価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当市に限らず、最寄の市町に編入又は統合された支所地域の多くで、人口減少、高齢化が進行しているが、近隣地域におい
ても旧町役場の求心力は大きく低下しており、地価は暫く下落傾向で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

16,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

八百津 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-9.0

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

明智駅
北東 4.4km

明智
4.4km

(8)

南東6m市道

(都)
(70,200)

（その他）　　　　
土砂災警戒区域

昭和５０年代前半に造成さ
れた小規模団地

基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

160

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

16,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

17,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

107.5 ］

99.2［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市兼山字九郎七１１１４番９

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

16,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+18.4

+30.0

0.0

+40.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

213.3 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

2,690,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 16,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市兼山地区から八百津町及び御嵩町にかけての既成住宅地域一帯と判断される。需要者は地区内在住の個人
が大半で、他地区からの転入は殆どない。旧可児市や美濃加茂市に移住する者も多く、人口流出が続いている。２，０００
万円前後の建売物件も見られるが、当地区は旧来からの可児市と隣接しておらず、飛び地となっているため、市場も分断さ
れており、総じて引き合いは少ない。土地相場は坪当たり５万円～７万円と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示



戸建住宅地

農地の中に農家住宅
のほか工場等も見ら
れる地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 30 40 戸建住宅地

-

(都)(60,160)

消費増税の延期を背景に、素地取得の動きが見られるが、反面、
下恵土、広見地区など市街地と外延部の住宅用地での二極化が鮮
明。

「リニア中央新幹線」ルートの計画（久々利大萱地区で地上高架
化）が目立つ程度。

個別的要因に変動はない。

近隣地域では、自用の住宅取得目的の取引が主であり、比準価格は需給圏内の類似地域で多数の取引事例を基に算出した所
から、信頼性は高い。他方、収益価格は市郊外の集落地域に位置し、賃貸事例も殆どなく、賃貸市場としても未成熟な所か
ら、求めることが出来なかった。従って、比準価格を重視し、前年価格からの推移や指定基準地価格との検討などを踏まえ、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市の外延に位置する集落地域の一つ。「多治見市」に隣接する為、周辺ではベットタウン化による住宅団地も見られたが、
住民の高齢化を背景に二極化が鮮明。近隣地域は地理的条件を背景に、地価の下落感が鮮明。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

根本駅
北 1.9km

根本
1.9km

(8)

北東4m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない。 基準方位　北、４
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

325

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 16.0 ｍ、　規模 320  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.2％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市大森字奥山１５０１番２７２５外

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

17,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+13.0

+71.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

195.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

5,820,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ太多線沿線にて、市南東部の住宅地を中心に概ね外延部にある住宅地全般。反面、近隣地域は、市外縁部
にあって、農地の中に農家住宅なども散見されるなど「地縁性」が強い為、需要者の中心は近傍の居住者などが主体と考え
られる。周辺地域では住宅団地の入居者の高齢化などに伴い、市街地との二極化等が鮮明となっており、当該地域の場合も
地価は依然「弱含み」にあると考えられる。取引の中心となる価格帯は土地で約６００万円弱。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之



低層住宅地

中小規模の一般住宅
が建ち並ぶ利便性の
よい住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 20 100 50 低層住宅地

-

(都)１住居(60,200)

近年、可児市の人口は１０万人程度で横ばい推移。西可児地
区を中心とする古い住宅団地の高齢化率は、４割を超えると
ころも見られる。

特に目立った変化は見受けられないが、需要は底堅いエリア
である。

個別的要因に変動はない。

当市におけるアパート経営においては、戸当たり１台以上の駐車場確保が必須条件となっているが、本件では地域の画
地規模が小さく適正な建物及び駐車場配置が困難であることから、収益還元法を適用できなかった。現実の市場におい
て発生する土地需要は、自己居住目的の個人によるものが支配的であり、収益性よりも居住の利便性・快適性が重視さ
れている。したがって、公示価格等との均衡に留意の上、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市場では今渡南小学校及び今渡北小学校区の人気が高いものの、売物件が少なく分譲業者が土地仕入に苦戦している状
況であり、今後地価は強含みで推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 39,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

39,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-6.2

-17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

日本ライン今渡駅
南西 750m

日本ライン今渡
750m

(8)

北5m道路

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
５ｍ道路

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

171

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

39,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

31,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

78.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市今渡字松葉１９４６番９

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

39,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-5.1

-7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

88.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

6,810,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 39,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、名鉄広見線「新可児」～「可児川」駅周辺の住宅地域である。主な需要者は、市内在住者や周辺市町か
ら当市へ通勤する一次取得者である。近隣地域の存する今渡地区では安定した住宅地需要が存在しているが、売物件が
少なく業者の素地仕入が難航している。中心価格帯は、土地のみ８００～１，０００万円程度、土地建物総額２，５０
０万円程度となっているが、近年は太陽光発電設備等を備えた３，０００万円程度の新築分譲も見受けられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

可児（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

渡邉カンテイ事務所

渡邉貴紀



低層住宅地

小規模な分譲住宅団
地

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北90 50 30 120 低層住宅地

-

(都)１住居(60,200)

可児市内の住宅団地では居住者の高齢化が進行し宅地需要も減退。
利便性に優り相対的に人気のある中心市街地との二極化が鮮明。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域一帯では、節税目的や遊休地を活用した共同住宅等も散見されるが、自用目的の取引が大半である。対象基準地は
地積等から賃貸建物を想定することが出来ない為、収益価格を求めることができなかった。比準価格は同一需給圏内の類似
地域において多数の信頼性のある取引事例を選択し、試算したもので信頼性は高い。したがって、標準地等との価格検討を
踏まえ、比準価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

周辺は「今渡」地区など既成市街地に隣接し、土地区画整理や小規模な団地が広がる住宅地域。買い手需要も比較的堅調で、
今後も標準住宅地としての安定的推移が予測される。地価は下げ止まり感も見られる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 34,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.1

+10.8

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

日本ライン今渡駅
北東 1.7km

日本ライン今渡
1.7km

(8)

南東6m区画街路

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ区画街路

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

201

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

34,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

37,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3％ ％

114.2 ］

100［ ］ 104.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市川合字西野２７９３番１７８

+4.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

34,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+3.5

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

106.6 ］

100［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

6,870,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 34,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

26,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に名鉄新可児や日本ライン今渡駅沿線の住宅地全般。需要者の中心は市内在住者の他隣接の可児郡や加茂郡
から市内などへの勤労者で、３０代前後の一次取得者層の世帯が大半。市内住宅地は、住宅団地が居住者の高齢化や宅地供
給過剰等を背景に、先安感が強いのに対し、広見、下恵土や今渡地区などを中心とした旧市街地周辺の住宅地はその利便性
から根強い需要があり、二極化が鮮明である。中心となる価格帯は土地６０坪で７００万円程度。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

みずほ不動産鑑定事務所

水野隆吾



低層住宅地

一般住宅のほか、農
地も残る住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 0 70 低層住宅地

-

(都)１住居(60,180)

人口はほぼ横ばい、住宅着工件数は微増で推移しているが、高齢
化率は広見周辺と外延部の住宅団地で大きな開きがある。

土田地区の中では住環境に恵まれ、引き合いも多く、農地の宅地
転用も活発に行われている。

個別的要因に変動はない。

既成住宅地域である近隣地域では居住環境が重視され、市場参加者は類似物件の取引価格水準を指標に価格決定を行う傾向
にある。よって、取引事例を基礎とした比準価格の説得力は高い。一方、画地規模が大きい場合には共同住宅地となってい
る例も見られるが、２５０㎡程度の標準的な規模の場合は戸建住宅としての利用が一般的である。従って、比準価格を標準
に、収益価格は参考に留め、指定基準地等との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

土田地区の中でも近隣地域周辺は、比較的住環境の良好な地域でありながら、農地も多く残っており、地価水準に割安感が
見られることから、これからも土地需要は安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 30,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

30,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+3.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

可児川駅
北西 800m

可児川
800m

(8)

南4.5m市道

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,180)

特にない 基準方位　北　　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

244

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 19.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

30,600 円／㎡

14,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

31,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

105.1 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市土田字宿２２１５番１７

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

30,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+4.1

+12.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

117.8 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

7,470,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 30,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

24,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は名鉄西可児駅又は可児川駅を最寄り駅とする当市西部の住宅地域一帯と判断される。主な需要者は地元在住の
個人又はカヤバ工業や大王製紙等に勤務する従業員で、県外からの転入は意外に少ない。広見、今渡、下恵土地区等と比べ
るとやや劣るものの、地価が割安なこともあって、開発目的の素地に対する需要は旺盛で、需給は安定的に推移している。
更地で１，０００万円前後、建物付きで２，０００万～２，５００万円程度が取引の中心と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示



低層住宅地

比較的規模の大きな
一般住宅のほか農地
も点在する住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 130 60 30 低層住宅地

-

(都)１住居(60,160)

近年、可児市の人口は１０万人程度で横ばい推移。西可児地
区を中心とする古い住宅団地の高齢化率は、４割を超えると
ころも見られる。

人気の高いエリアであるが、売物件が少なく分譲業者による
素地取得は苦戦している様子である。

個別的要因に変動はない。

市内の賃貸市場は、長期間供給過剰の状態が続いており、近年新規供給が控えられ調整局面にあるが、いまだ賃料水準
は低調に推移しており、当該市場を反映して収益価格は低位に試算された。市場での土地取引は圧倒的に個人による自
己居住目的のものが多く、不動産の収益性が着目されることは極めて稀である。したがって、比準価格を重視して収益
価格を参考に止め、公示価格等との均衡に留意の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

駅徒歩圏の熟成した住宅地域であり下恵土地区の市場での人気は高く、今後も周囲に点在する農地を転用した小規模分
譲が増加していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,900 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.1

+6.0

-1.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

新可児駅
北西 600m

新可児
600m

(8)

北4m市道

(都)１住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北　　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

340

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

43,900 円／㎡

18,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

108.2 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市下恵土字峠１５１４番１外

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

43,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.1

-5.4

-17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

80.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

14,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 43,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

35,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、下恵土・今渡・広見地区を中心とする利便性の高い住宅地域である。主たる需要者は、市内在住者のほ
か加茂郡や可児郡等の郡部在住者も含まれる。下恵土地区での宅地需要は安定しているものの、既存地主からの供給は
限定的であり、業者による素地取得は苦戦を強いられている。市場での中心価格帯は、土地のみで１，０００～１，５
００万円程度であり、土地建物総額２，５００～３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

可児（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

6 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

渡邉カンテイ事務所

渡邉貴紀



戸建住宅地

大規模な戸建住宅団
地（桜ヶ丘ハイツ）

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 70 30 戸建住宅地

-

(都)１低専(50,80)
地区計画等

近年、可児市の人口は１０万人程度で横ばい推移。西可児地
区を中心とする古い住宅団地の高齢化率は、４割を超えると
ころも見られる。

現時点で大きな変動はないが、隣接する欅ケ丘地区で大型住
宅団地（１４６区画予定）の造成工事が開始された。

個別的要因に変動はない。

近隣地域では地区計画により共同住宅の建築が制限されていることから、本件においては収益還元法を適用できなかっ
た。団地内の取引は専ら個人による住宅地需要によるものであり、当該需要者は市場で発生した取引価格や売物件価格
等を意思決定の重要な判断材料としている。したがって、市内の住宅団地における価格体系や公示価格等との均衡にも
留意の上、比準価格を採用して、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

良好な街並みを形成する熟成した住宅団地であり概ね現状のまま推移していくものと予測されるが、今後は造成工事が
開始された隣接する欅ケ丘地区での住宅団地開発による影響を少なからず受けるものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 6

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+25.4

-34.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

多治見駅
北 7.2km

多治見
7.2km

(8)

北6m市道

(都)１低専
(50,80)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

275

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

29,600 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

81.9 ］

99.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市皐ケ丘６丁目１０８番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

36,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+23.6

-23.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

96.1 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

9,980,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、可児市東部の住宅団地を中心とする。主な需要者は、市内在住者のほか周辺市町在住の多治見市や名古
屋市方面への通勤者も含まれる。市内の大規模住宅団地では居住者の高齢化が急速に進行しているが、近隣地域の位置
する皐ケ丘は比較的緩やかであり、中古住宅の流通も比較的堅調である。中心価格帯は、土地のみ１，０００～１，２
００万円程度、中古住宅１，５００万円～１，８００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

可児（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

7 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

渡邉カンテイ事務所

渡邉貴紀



戸建住宅地

中規模一般住宅の多
い住宅団地（長坂団
地）

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 20 65 70 戸建住宅地

-

(都)１低専(50,80)

近年、可児市の人口は１０万人程度で横ばい推移。西可児地
区を中心とする古い住宅団地の高齢化率は、４割を超えると
ころも見られる。

特に目立った変化は認められないが、居住者の高齢化、需要
者の選好性の変化等に起因して需要は大幅に減退している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は、戸建住宅が建ち並ぶ熟成した住宅団地であり、賃貸建物を想定することが非現実的であるため、本件にお
いては比準価格のみの試算となった。比準価格の試算に当たっては、西可児地区の住宅団地内の５事例を採用するとと
もに、開発時期の近い団地内の事例を重視したことにより説得力の高い価格が求められた。したがって、市内の住宅団
地の価格体系や公示価格等との均衡にも留意の上、比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅を主体とする熟成した住宅団地であるが、居住者の高齢化が著しくかつ需要も大幅に減退しており衰退
傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 32,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

31,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 3

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+10.5

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

西可児駅
南西 2.1km

西可児
2.1km

(8)

東6m市道

(都)１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

259

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

31,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

33,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.7 ％ ％

107.2 ］

98.6［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市長坂６丁目２１３番

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

31,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+8.4

+5.0

+2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

114.9 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

8,180,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 31,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、西可児駅周辺の大規模住宅団地を中心とする。主な需要者は、市内在住者のほか名鉄を利用して名古屋
方面に通勤する周辺市町在住者も考えられる。西可児地区の住宅団地では急速な団地内人口の高齢化が問題となってい
るが、団地の開発時期により団地間で格差が生じている。市場での中心価格帯は、土地のみで８００～９００万円程度、
中古住宅で１，２００～１，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

可児（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

8 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

渡邉カンテイ事務所

渡邉貴紀



低層住宅地

中規模一般住宅が増
えつつある住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 低層住宅地

-

(都)(60,200)

市全体の人口はほぼ横ばい、住宅着工件数は微増で推移している
が、高齢化率は広見周辺と外延部の住宅団地で大きな開きがある。

高齢化率は市全体を大きく下回り、広見、今渡地区と同様、地域
として安定した需要が見込まれる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は現実の取引事例を価格判定の基礎とするもので、実証的かつ説得力を有する。一方、収益価格は最有効使用の賃
貸物件を建設することを想定したもので、理論的であるが、当地域は戸建住宅を主体とする地域で、収益性を重視した取引
は少なく、自用目的の取引が大半である。よって、本件では比準価格を中心に収益価格を比較考量し、公示標準地との検討
を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

国道背後に形成される住宅地域である。国道沿いは店舗の出店も多く、また背後には農地が多く残っていて、ミニ分譲が盛
んに行われており、住宅地としての需給は今後暫く安定的に推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 35,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 4

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.1

+6.9

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

新可児駅
北東 2.2km

新可児
2.2km

(8)

西5m道路

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
５ｍ道路

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

265

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,000 円／㎡

19,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

37,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

108.1 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市中恵土字助太郎２３７１番２９６

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 1日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

9,280,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市北東部の住宅地域と判断されるが、特に価格牽連性が認められるのは、主要地方道可児金山線と国道２１
号、及び御嵩町境に囲まれた地域である。需要者の中心は広見、今渡地区を第一希望地として土地を物色する一次取得者層
である。農地も残る閑静な住環境を保ちながら、幹線道路にも近いため、市内の事業所等に勤務するユーザーからの引き合
いは多い。取引の中心となる価格帯は更地で総額１，０００万円前後と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

9 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

不動産鑑定士　清水事務所

清水裕示



低層住宅地

県道背後の農地のほ
か作業所も見られる
住宅地域

9

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 20 30 低層住宅地

-

(都)準工(60,200)

可児市内の住宅団地では居住者の高齢化が進行し宅地需要も減退。
利便性に優り相対的に人気のある中心市街地との二極化が鮮明。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺では共同住宅等も散見されるが、自用目的の取引が大半である。更に、対象基準地は地積等から賃貸建物を想
定することが出来ない為、収益価格を求めることはできなかった。比準価格は同一需給圏内の類似地域において多数の信頼
性のある取引事例を収集し、これらを基に求めたもので信頼性は高い。したがって、標準地等との価格検討を踏まえ、比準
価格を採用し、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

「下恵土」地区などと共に住宅用地として人気のある「広見」地区に位置する地域。農地も見られるが、ミニ分譲等を介し、
今後も住宅地域としての熟成が予想される。地価は割安感が強く横ばい乃至やや強含み。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 38,700 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

38,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.1

+5.4

+13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

新可児駅
南東 1.3km

新可児
1.3km

(8)

北4m市道

(都)準工
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

170

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

38,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

48,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

122.8 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市広見字森下２３１５番５外

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

38,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.1

-6.4

-5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

35,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

90.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 3日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

6,580,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 38,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

31,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は主に名鉄新可児や日本ライン今渡駅沿線の住宅地全般。需要者の中心は市内在住者の他隣接の可児郡や加茂郡
から市内などへの勤労者で、３０代前後の一次取得者層の世帯が大半。市内住宅地は、住宅団地が居住者の高齢化や宅地供
給過剰等を背景に、先安感が強いのに対し、広見、下恵土や今渡地区などを中心とした旧市街地周辺の住宅地はその利便性
から根強い需要があり、二極化が鮮明である。中心となる価格帯は土地６０坪で７５０万円程度。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －

基準地番号 提出先

10 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

みずほ不動産鑑定事務所

水野隆吾



低層店舗地

沿道型店舗が集まる
幹線街路沿いの商業
地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 250 55 30 低層店舗地

-

(都)近商(90,200)

市内では坂戸地区、瀬田地区を中心にスーパー、ホームセン
ター等の出店が相次ぎ、店舗間の競争が激化している。

近年、国道２１号線沿線でも、緩やかではあるが、店舗や事
務所の新設が見受けられる。

個別的要因に変動はない。

本件比準価格は、近隣地域と同一幹線道路沿いの取引事例を採用して求められており、各種補修正も適正に行われてい
ることから、その説得力は高いものと判断する。収益還元法の適用においては、当市における事業用賃貸借市場が未成
熟であり十分な賃貸事例の収集が困難であった。したがって、事例資料の信頼性の高い比準価格を中心に収益価格を比
較考量するとともに、公示価格等との均衡にも留意の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

緩やかではあるが、国道２１号線沿線での店舗出店や事務所建設等が増加しつつあり、今後も可児御嵩ＩＣから国道２
４８号線の「住吉南」交差点間を中心に商業繁華性が高まるものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 40,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.5

-8.7

+37.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+7.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

日本ライン今渡駅
東 1.2km

日本ライン今渡
1.2km

(8)

南東25m国道

(都)近商
(80,200)

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ２５ｍ国道　　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,082

( )

⑨法令上の規制等

不整形
2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

40.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,300 円／㎡

25,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

51,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

117.1 ］

100.2［ ］ 98.0［ ］

107.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市今渡字大東１６１９番４４４外

-2.0形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

40,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

可児 -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.7

+6.7

+52.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

65,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

157.8 ］

99.2［ ］ 98.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 7月 4日 正常価格

平成 28年 7月 13日平成 28年 7月 1日

43,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 40,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、市内の幹線道路沿いの商業地域である。主たる需要者は、店舗あるいは事務所利用を前提とする地元法
人や全国的な店舗展開をする大手企業が中心となる。国道２１号線沿線では、近年緩やかではあるが立地店舗が増加し
て繁華性が高まりつつあるが、事業用定期借地権による出店が多く、中心価格帯の把握が困難な状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

可児（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

渡邉カンテイ事務所

渡邉貴紀



低層の店舗兼事務所の敷地

県道沿いに自動車関
連の店舗等が建ち並
ぶ路線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 20 200 30 低層の店舗兼事務所の敷地

-

(都)近商(80,200)

消費増税の再延期で、消費マインド改善が期待されるも、家計の
節約志向や燃費偽装等により、景気に悪化感が見られる。

「ヨシヅヤ」を中心に市内屈指の商業地域として君臨してきたが、
交通動線の変化や郊外への店舗進出に伴い、求心力の衰退等が続
く。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は県道沿いに自動車関連の店舗等が建ち並ぶ路線商業地域。比準価格は類似地域での数少ない取引事例を基に算出
したもので、信頼性は高い。他方、収益価格は標準地の画地規模、形状などを念頭とした場合、現行業種以外への転換はや
や非現実的である為、参考が相当と判断される。本件では、燃費偽装による影響も踏まえつつ、信頼性の高い比準価格を重
視し、収益価格は参考とし、地価公示価格との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗兼工場等
ＳＲＣ２Ｆ１Ｂ

Ｓ．Ｃヨシヅヤを商業核に、隣接する幹線道路沿いに自動車関連の店舗が連在する市内有数の路線商業地域。郊外での店舗
出店や交通量の変化を背景に、求心力の弱体が続く。地価もこれらを反映し、やや下落。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 65,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

64,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

可児 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+2.7

-1.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.6

0.0

0.0

⑦
内
訳

新可児駅
南西 1.1km

新可児
1.1km

(8)

南東16m県道

(都)近商
(80,200)

（その他）　　　　

特にない。 １６ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,050

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

24.0  ｍ、　奥行　約 43.0 ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

65,000 円／㎡

43,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.8％ ％

105.7 ］

100［ ］ 100［ ］

102.6［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市下恵土字広瀬５８８８番１

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

68,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は市内の他隣接の美濃加茂市等の商業地全般。需要者の中心は自動車などを中心に市内への店舗の新規出店を意
図する事業者など。近隣地域は旧来からの幹線道路の要衝の他大型店Ｓ．Ｃヨシヅヤに隣接し、市内有数の路線商業地域の
一つとして君臨してきたが、大型店の分散や団地住民の高齢化等を背景に求心力は低下しつつある。市場の中心となる価格
帯は事業借地権の普及に伴い、不透明感が強くなりつつあるが、土地５００㎡で３，３００万円前後。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －5

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之



工場地

中小工場が建ち並ぶ
工業団地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 150 500 500 工場地

-

(都)工専(60,200)

県内全般に用地の確保が急務となっているが、イギリスのＥＵ離
脱に伴う円高などを背景に企業投資などに慎重な経済環境が出て
きた。

「二野」地区で工業団地の整備が進む。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は工場団地に中小工場が建ち並ぶ工業地域で、収益価格は賃貸事例はほとんどなく、求めることができなかった。
他方、比準価格は市内の他需給圏内の類似地域での近時の信頼性の高い取引事例を収集、補修正を加え求めたもので、実証
性も高い。従って、比準価格を重視し、公示価格や前年価格からの推移検討などを踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定し
た。

［

［

工場

中小工場が建ち並ぶ市内屈指の工業団地。英国のＥＵ離脱による影響が懸念されるが、二野工業団地での進出整備は順調。
又、県内では工場用地の確保が依然進行しており、分譲段階での地価と比較しても下落感は少ない。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 30,100 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

29,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

各務原 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.5

+10.4

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

新可児駅
南西 2.2km

新可児
2.2km

(8)

西12m市道､
南側道

(都)工専
(60,200)

（その他）　　　　
(70,200)

特にない。 １２ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

2,920

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

50.0  ｍ、　奥行　約 60.0 ｍ、　規模 3,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

30,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

30,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

99.9 ］

100［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 28 平成 28年 7月 20日　提出

宅地-1

可児市姫ケ丘１丁目１４番外

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 28年 1月]

平成 28年 6月 25日 正常価格

平成 28年 7月 15日平成 28年 7月 1日

87,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 30,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は県内の東海環状自動車道及び中央高速自動車道沿線の工業地全般など。需要者の中心は内陸への物流基地や自
動車部品の生産拠点の新規移転を計画する中小工場の事業者等。需給は一昨年後半からの内陸地域への拠点移動や工場用地
残件の処分も概ね落ち着き、現在はＥＵ離脱による影響と用地確保の狭間局面に入りつつある。反面、環境アセス後の分譲
価格帯に大きな変化はなく、市場の中心となる価格帯も平場面積で㎡当り３．０万円～３．６万円前後。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

可児（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

可児（県） －9

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　不動産鑑定北川事務所

田中　雅之


